
新たな情報通信技術戦略（教育関連）

2020 年までに、情報通信技術を利用した学校教育・生涯学習の環境を整備する

こと等により、すべての国民が情報通信技術を自在に活用できる社会を実現する。

Ⅲ．分野別戦略
２．地域の絆の再生
（３）教育分野の取組

情報通信技術を活用して、ⅰ）子ども同士が教え合い学び合うなど、双方向でわかりやすい授業の

 実現、ⅱ）教職員の負担の軽減、ⅲ）児童生徒の情報活用能力の向上が図られるよう、21 世紀にふ

 さわしい学校教育を実現できる環境を整える。また、国民の情報活用能力の格差是正を図るとともに、

 情報通信技術を活用して生涯学習の振興を図る。

重点施策

文部科学省は、2010 年度中に教育の情報化の基本方針を策定し、その中で情報通信技術の活用

 が教育の現場にもたらす変革についてのビジョンを示した上で、当該ビジョンを実現するために、児童

 生徒１人１台の各種情報端末・デジタル機器等を活用したわかりやすい授業、クラウドコンピューティ

 ング技術の活用も視野に入れた教職員負担の軽減に資する校務支援システムの普及、デジタル教科

 書・教材などの教育コンテンツの充実、教員の情報通信技術の活用指導力の向上、学校サポート体

 制の充実、家庭及び地域における学習支援等、ハード・ソフト・ヒューマンの面から関係府省と連携し

 て、総合的に情報通信技術の活用を推進する。また、情報化の影の部分への対応として、有害情報

 対策や情報モラル教育の推進に取り組むとともに、学校教育において児童生徒の情報活用能力の向

 上を図る。さらに、公民館、図書館等の社会教育施設の活用、放送大学、ｅラーニング等によるリテラ

 シー教育の充実など、生涯学習支援を推進する。【文部科学省、総務省、経済産業省等】

具体的取組
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３．新市場の創出と国際展開
（３）若い世代の能力を生かした新事業の創出・展開

デジタルネイティブといわれる若い世代の能力を活かせる環境を整備し、コンテンツや情報通信技

 術に関する新事業の創出・展開を推進する。

重点施策

ⅲ）高度情報通信技術人材等の育成
これからの高度情報通信技術人材等が備えるべき資質・能力、確保すべき人材の数について、経済

 界、大学、専修学校等の関係者及び関係府省が認識を共有した上で、初等中等教育段階の子供たち

 への取組を含め、2010 年中に高度情報通信技術人材の育成・登用に向けた具体的なロードマップを

 策定する。また、ベンチャー起業家や企業経営者について、情報通信技術を活用した経営等の普及

 を促進する。【内閣官房、総務省、文部科学省、経済産業省等】

具体的取組
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